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別添（別記様式第 2 号） 

浜の活力再生広域プラン 
令和８～１２年度 

第３期 
１ 広域水産業再生委員会 

 

広域委員会の

構成員 

・網走地区地域水産業再生委員会（網走漁業協同組合･網走市） 

・西網走地区地域水産業再生委員会（西網走漁業協同組合･網走市） 

・斜里町地区地域水産業再生委員会(斜里第一漁業協同組合･ウトロ漁業協同組合･斜里町) 

・北海道漁業協同組合連合会 

・北海道信用漁業協同組合連合会 

・全国漁業信用基金協会北海道支所 

・北海道漁業共済組合 

・全国共済水産業協同組合連合会北海道事務所 

・北海道 

オブザーバー ― 

 

対象となる地域

の範囲及び漁

業の種類 

（１）対象となる地域の範囲：網走市（網走漁協、西網走漁協）、斜里町（斜里第一漁協、ウトロ漁

協） 

 

（２）対象となる地域の漁業協同組合別の漁業及び着業者等             単位：名 

町区分 網走市 斜里町 
計 

   漁協区分 網走 西網走 斜里第一 ｳﾄﾛ 

対 

象 

漁 

業 

種 

類 
・ 

着 

業 

者 

数 

さけ定置漁業 13 10 15  38 

さけ・ほっけ定置漁業   4 11 15 

さけ・ます定置漁業 26  15 36 77 

ます小定置網漁業 31 10 15 57 103 

その他小定置網漁業 52  14 7 73 

ほたてがい漁業 9 31 1 1 42 

ほたてがい漁業養殖(採苗)

漁業 
11 31 5  47 

かき養殖漁業 10    10 

うに漁業 12 31 3 7 22 

毛がにかご漁業 3  3 1 7 

刺網漁業 22 124 22 8 145 

延縄漁業 1    1 

底建網漁業 1  1  2 

たこ漁業 8  10 20 38 

いか釣り漁業      

採介藻漁業   9 7 16 

ほくかいえび漁業  31 1 12 44 

なまこ漁業 15 31 3 6 55 

つぶ漁業 16 31 4 5 56 

ほっき,えぞばか,さらがい漁業 5  6  11 

沖合底びき網漁業 3    3 

シジミ漁業 6 37   43 

ワカサギ,シラウオ曳網漁業  48   26 

その他 15 106 2  220 

計 259 521 139 178 1,100 

組織名 オホーツク南部広域水産業再生委員会 

代表者名 会長 石館 正也（西網走漁業協同組合 代表理事組合長） 
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正組合員数 258 68 157 159 642 

※R6 漁協業務報告・漁協調 １経営対が複数の漁業を兼業 

（令和 6 年 12 月期末） 

 

２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等 

 

地域の概要 

 

・オホーツク南部地域は、北海道の北東部のオホーツク海に面している１市１町（網走市・斜里町）から成る地

域で、漁業や農業といった一次産業が基幹産業となっているほか、水産加工業や観光業が盛んな地域で

ある。 

 

・当地域の漁業協同組合は、４漁協（網走漁協・西網走漁協・斜里第一漁協・ウトロ漁協）であり、主力漁業で

あるさけ定置網漁業及びほたて桁網漁業・沖合底曳き漁業の他・たこ漁業・けがに籠漁業・刺網漁業・うに・

ほっき漁業や内水面においてはしじみがい桁引漁業、わかさぎ漁業等が営まれている。 

 また、網走漁協、西網走漁協、斜里第一漁協においては、ほたて稚貝の生産が行われており、生産された

稚貝は、放流用として地域内で利用される他、地域外への供給も行っている。 

 

・令和６年の水揚量は７万７千トン、水揚げ金額は約３０１億円となっている。主力魚種はサケであり、北海道

はサケ・カラフトマスの水揚げが国内で最も多いが、当地域は道内に占める生産割合が、サケが 45％と最

大の生産地帯となっている。地域の水揚げに占めるサケの割合は水揚量で 27％、水揚額で 66％となって

おり、量・額とも高い。サケ・カラフトマスの漁獲動向が漁家や漁協の経営に直結することから、サケ・カラフト

マス資源の安定生産が地域漁業の最重要課題となっている。 

 

・当地域内の漁港は、１種～４種の６港と重要港湾である網走港を合わせて７港である。そのうちの２港は網

走湖、能取湖にある。当地域では衛生管理型漁港整備が進み、衛生管理体制の整っている網走港に続

き、平成２８年４月にウトロ漁港ペレケ新港が、平成３０年４月に斜里漁港も衛生管理型漁港として供用開始

された。 

 

漁協等の概況（R6 漁協業務報告書等）                           単位：人、隻、トン、百万円 

漁協別 組合員数 漁船数 
水揚状況 漁港数（種類別） 

水揚数量 水揚金額 １種 ２種 ３種 ４種 重 計 

網走 258 180 55,103 13,681 1       1 2 

西網走 68 198 3,541 1,034 1     1   2 

斜里第一 157 86 12,244 10,126 1 1       2 

ウトロ 159 85 6,693 5,308       1   1 

計 642 549 77,581 30,149 3 1 0 2 1 7 

参考：最多水揚量 175,131ｔ（Ｓ５１）、最多水揚額 26,756 百万円（Ｈ２３） 

 

地区の現状・課題 

 

ア．衛生管理体制の整備と輸出の取り組みについて 

サケは、主に国内において流通しているが、人口減少や水産物全般の消費量の減少傾向が続いてい

る。当地域で水揚げされるサケ・カラフトマスの大部分は、近隣の水産加工場に出荷されており、これらは

主に国内向けとして加工されているが、サケの一部は、価格安定化のため輸出している。しかし漁獲量の

減少に伴い、輸出に振り向けられる数量も減少している。 

輸出に向けた体制整備としては、当地域の水産加工会社 3 社が、サケのＥＵ向けＨＡＣＣＰの施設認定

を取得し、天蓋施設や清浄海水施設等の衛生管理施設の整っている網走港、斜里漁港、ウトロ漁港から

水揚げされたサケのＥＵ向け出荷が可能となったところであり、地域ではＥＵを含む輸出の多角化も期待さ

れている。 

ソフト面でも、漁業関係者・市場職員向け出荷管理に係る研修やＥＵ向け出荷のための衛生管理マニュ

アルを策定するなど、一連の衛生管理体制を確立させている。  

 

イ．サケ・カラフトマス資源の維持増大について 

近年記録的な来遊不振となっているサケ・カラフトマスについては資源維持・増大対策が喫緊の課題とな
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っている。 

当地域では水揚額の約 4割を定置網漁業が占めている。定置網による漁獲量は一位がサケであり、それ

にホッケやカラフトマス、サクラマスが続くが、どの魚種もここ数年不漁傾向にあり、特にサケは平成 29 年以

降低水準となっている。 

サケ・カラフトマスは広域的に回遊する魚種であり、北海道が策定したさけ・ます人工ふ化放流計画（以

下、「ふ化放流計画」）に基づき、各地区ではふ化放流事業が実施されている。 

当地域においては、関係する漁業者や漁協等で構成される（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会が

主体となり、人工ふ化放流事業に取り組んでいるが、一部の施設で機能低下等により、健苗なサケ稚魚の

生産に支障を期たしている施設もある。漁業者も、海中飼育に主体的に取り組むほか、再生産用親魚に不

足が生じる場合は、定置網の網上等の自主規制を実施し、再生産用親魚の確保を行い、地区内の計画放

流数の確保に努めている。 

 

当地域におけるサケ・カラフトマス漁獲推移（北海道水産現勢・漁協業務報告書）単位：トン 

区分 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 ５ヶ年平均 

サケ 12,694 10,375 10,302 19,474 21,781 14,925 

ｶﾗﾌﾄﾏｽ 632 2966 223 148 50 804 

 

当地域には海域や湖に流れ込む河川が 66 本あり、さらに多くの支流に分かれている。海域や湖に流れ

込む河川のうち 11 本の河川でサケマス増殖事業が行われている。増殖河川においては、増水時にウライ

（サケマス捕獲施設）を越えた親魚が自然産卵をしており、増殖河川以外でも一定程度の自然産卵が行わ

れていると想像されている。その規模や範囲を明らかにするため、平成２８年からは自然産卵環境の保全と

拡大に向けた取り組みにも着手している。 

またダム等の遡上障害物により、サケやカラフトマス、サクラマスの遡上が遮られている河川も多く、河川

改修等の影響により産卵環境が変化している河川もある。一方で自然遡上した親魚の密度が高い場所に

おいては、密漁により減耗している問題もあり、自然産卵への障害の一つとなっている。 

最新の研究では、これまで想像の域に留まっていたサケやカラフトマスの自然産卵の資源への寄与は、

想像以上に大きいことが報告されており、このことから自然産卵への評価として、遺伝的健全性を保全する

役割や、資源の底上げへの評価が高まっている。 

 

ウ．意欲ある中核的担い手の確保・育成について 

当地域においては、担い手確保対策として、北海道漁業研修所による研修制度を活用した漁業就業に

必要な資格取得に対する支援や、若手組合員に対する漁業経営・協同組合活動の研修会等を開催する

などの取組を実施している。また、漁協の女性部及び青年部が水産物の料理方法の伝承や、漁業に関す

る出前授業を地域の小学校等で実施し、漁業の魅力を地域に発信してきている。漁業の維持及び漁村の

活性化には、担い手確保などが必要である。また、近年は、漁業生産や魚価の低迷等により、漁業経営の

環境が厳しさを増している状況にあることから、収益性の高い操業体制の確立が必要となっている。 

 

○当地域における正組合員数の対比 

 令和元年 令和６年 増減 

正組合員数 668 名 642 名 26 名減 

 

エ．クロマグロの資源管理について 

近年、沿岸域においてクロマグロの混獲が見られている。WCPFC（中西部太平洋まぐろ類委員会）で合

意された保存管理措置に基づいて設定されている我が国のクロマグロ漁獲上限を遵守するために、クロ

マグロの混獲回避が必要となっている。 

 

 

（２）その他の関連する現状等 

・地域の総人口は、令和７年３月末には 41,858 人となっており、同地域の各漁業協同組合に所属する組合員数

は 642 人となっている。地域全体では、第１次産業が盛んであり、農業・漁業の生産が地域全体の活性化を担

っており、工業は水産業と農業が盛んであることを背景に食料品製造業が主体となっている。 

 

・一方、商業は近隣の北見市が商業集積圏を形成しており、大規模小売店の立地により中心市街地からの消費

流出や空洞化が懸念され、地元消費の促進を図るため各種イベントの開催などの取組が行われている。 

 

・観光においては、地域内に知床国立公園、網走国定公園など雄大な自然公園があり、オジロワシやシマフクロ
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ウ等、数多くの天然記念物の生息地となっており、冬期間に到来する流氷など、観光資源に恵まれてはいるも

のの、観光客の入り込みは、夏季と流氷期集中で通過型観光のウエートが高い状況が続いている。

・当地域は、広大な土地に集落が散在しており、農水産物の運輸などに国道、道道等の基幹道路は重要な役割

をしめている。また、管内唯一の空港である女満別空港は、関西便の減便の影響から搭乗者数は、減少傾向

にあったが、他の空港との連携や利用促進に取組み、年間搭乗者数も令和６年度には８０万人台まで回復し

てきている。

３ 競争力強化の取組方針 

(1) 機能再編・地域活性化に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

当地域においては３地域において「浜の活力再生プラン」を策定し、収入向上やコスト削減に取り組み、漁村

地域の活性化を目指しているところである。さらに平成２８年から浜の活力再生広域プランに取り組み、第 1

期、第２期の取組期間で一定の成果も得られた。第３期においては、これまでの成果を踏まえ、３地区漁協が

中心となり行政のサポートにより地域全体の水産業の競争力強化を図る。 

ア．衛生管理体制の維持と輸出の取り組み

引き続き、網走港、斜里漁港、ウトロ漁港におけるＥＵ向け出荷管理体制を維持するため、ハード面で

は衛生管理面での機能維持に務め、ソフト面では衛生管理マニュアルを順守するとともに、漁港利用

者向けの衛生管理講習会を開催するなどして、地域全体での知識の定着と意識の向上を目指す。 

また、特定の市場に依存しない輸出先の多角化が求められる中、ＥＵ市場は引き続き重要な輸出先で

あり、世界的な食品安全基準の向上と、国際認証の取得に向けて検討する。 

イ．サケ・カラフトマス資源の維持増大

サケ・カラフトマスの回帰率向上のため春先の沿岸漁業の操業を一部自粛し、サケ・カラフトマス稚魚の

降海時期における減耗の低減に取り組む。

稚魚放流時の河川や沿岸環境を把握するとともに放流した稚魚の追跡調査を行うことにより沿岸域に

おける減耗状況の把握に努める。

回帰したサケの季別の年齢構成を把握することにより次期資源構成の把握に努めることにより先行的な

親魚確保対策に務める。

河川に遡上する再生産用親魚を確保するため、来遊量が少ない時の自主的な定置網の網上げや、警

察機関と連携した密漁監視活動等の取組を推進する。また稚魚放流河川については当該河川への親

魚遡上を保護するため北海道に対して河口規制について要請を行うとともに、親魚遡上状況や産卵状

況について調査を行い野生魚の保護に務める。

サケ・マス遊漁に対してもローカルルールのさらなる啓発を進め、漁獲圧や漁獲尾数については法的

な裏付けを持った規制に向けた協議・検討を進める。

漁業者が、海中飼育に主体的に取り組み、勉強会等により技術の向上に取り組む。
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自然産卵環境や遡上障害の把握をさらに進める。また遡上困難箇所については可搬式魚道の設置や

各河川管理者に対して魚道等の整備に向けて協議を行い産卵区間の拡大に取り組む。 

また漁場環境や産卵環境の保全・改善に向け水質調査の実施や河川パトロールにより泥の流入状況

を把握する共に各所管行政機関と協議を行い漁場環境の保全・改善に取り組む。 

（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会と連携し、サケの放流数の維持及び健苗な稚魚放流に南部

一帯で引き続き取り組むとともに、同協会が施設機能の低下がみられる種苗生産施設の施設整備を行

い、健苗な稚魚を生産することで、オホーツク南部海域の来遊尾数の増加の向上を図る。 

ウ．クロマグロの資源管理

クロマグロの混獲が見られた際、混獲を回避するための取り組を行うことにより、地域全体で適切な資

源管理を実施する。

エ．漁港の持続的利用

北海道網走市、斜里町からなる当地域には第１種、第２種、第４種漁港が計６漁港あり、漁港機能の集

約分担など広域的に連携しながら、水産物の陸揚げなど漁業生産の拠点となっており、今後も安心・

安全で効率的な漁業活動が行えるように、漁港の適切な整備を行う。

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）

②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

・漁業が魅力ある事業としての地位を確立することが、担い手確保の重要課題であることから、販売力の強化、

資源の安定的確保に努め、漁業者子弟はもとより、国の事業を活用するなどにより新規就業者の受入れを行

い担い手の確保・育成に努める。

・豊かで活力ある漁村づくりを進めるため、地域の漁業振興の中核的担い手を確保・育成するために必要な知

識や技術の修得に関する研修や「漁労作業の省力化」「省コスト化」「協業化」など経営改善に向けた取組みに

対する支援などを行い、魅力ある漁業経営体の育成を促進する。

・将来にわたり当地域における生産の担い手となる漁業者を中核的漁業者と位置付け、当該担い手に対し、地

域ぐるみで育て、定着させるため、上記支援のほか、漁船リース事業等の国の事業を活用して生産力の向上

や競争力強化に資する漁船の更新や機器の導入を推進することにより、地域を支える漁業者の育成を図る。

（３）資源管理に係る取組

・漁業法、漁業調整規則の遵守。

・各資源管理協定・操業協定等に基づく協定内容の遵守。

・漁獲努力量の削減等については、北海道資源管理指針に基づく資源管理計画（漁獲物の体長制限・操業時

間及び期間の制限・休漁）の確実な履行。
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（４）具体的な取組内容

１年目（令和８年度）

地域活性化に

向けた取組み 

１．衛生管理体制の維持と輸出の取り組み 

①３地区漁協は、網走港、斜里漁港、ウトロ漁港におけるＥＵ向け出荷管理体制を維持する

ため、荷捌場や荷揚場における低温管理による鮮度保持・品質管理などの衛生管理面での

統一的な取組を継続して行うほか、地域共通の衛生管理マニュアルを順守するとともに、漁

港利用者向けの衛生管理講習会を開催し、地域全体での知識の定着と意識のさらなる向上

を図る。

②輸出先の多角化が求められる中、ＥＵ市場は引き続き重要な輸出先であり、世界的な食品

安全基準の向上と、国際認証の取得に向けて検討する。

２．サケ・カラフトマス資源の維持増大 

①３地区漁協は、情報交換及び協議の上、サケ・カラフトマスの回帰率向上のため春先の沿

岸漁業の操業を一部自粛し、サケ・カラフトマス稚魚の降海時期における減耗の低減に取り

組む。また、網走地区では研究機関と共同により稚魚放流時の沿岸環境や餌環境、稚魚分

布状況について調査を行う。また３地区にて海洋観測ブイによる沿岸環境のモニタリングを実

施する。

②３地区漁協及び市町は、情報共有及び協議の上、河川に遡上する再生産用親魚を確保

するため、来遊量が少ない時には各地域の協力体制のもと３漁協同時に定置網の網上げを

実施するとともに、警察機関と連携した密漁監視活動等の取組を推進する。

また、稚魚放流河川の親魚遡上や自然産卵状況の把握や天然産卵資源を活用するため、

当該河川の河口規制について北海道に要請を行うとともに、各種調査を実施する。またサ

ケ・マス遊漁に対してもローカルルールのさらなる啓発を進め、漁獲圧や漁獲尾数について

法的な裏付けを持った規制に向けた協議・検討を進める。

③ウトロ漁協は、他各漁協及び市町と情報交換の上、ウトロ漁港におけるサケ稚魚の海中飼

育生簀について、稚魚の成育に適した場所に設置できるよう調査と試験を行う。

④３地区漁協及び市町は、情報共有の上、自然産卵環境や遡上障害の把握を行うとともに、

第２期にてノウハウを蓄積した可搬魚道を活用し産卵環境の拡大に努める。

⑤各地区市町及び漁協、漁業者は、河川内構造物による遡上阻害箇所について産卵環境

拡大のため河川管理者等との協議を重ね、必要に応じ対策を講じさせる。

また漁場環境や産卵環境の保全・改善に向け水質調査の実施や河川パトロールにより泥の

流入状況を把握する共に各所管行政機関と協議を行い漁場環境の保全・改善に取り組む。

⑥３地区漁協は、（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会とともに、サケの放流数の維持及

び健苗な稚魚放流に南部一帯で引き続き取り組む。また、（一社）北見管内さけ・ます増殖事

業協会は施設機能が低下している種苗生産施設について、健苗な稚魚を生産するための施

設整備について検討を行い、オホーツク南部海域の来遊尾数の増加の向上を図る。

３．中核的担い手の育成 

①各地区漁協は、中核的担い手と位置付けられた担い手に対し、国の漁船リース事業を活

用することによる漁船の更新支援を行うとともに、漁業機器等の導入を推進し、操業環境の整

備による収益向上の支援を行うことにより、担い手の確保を目指す。

②各地区漁業者は、漁業経営の安定を図るため、航行の抵抗となる船体への付着物の定期

的な除去による燃料経費の削減に取り組み、収益性の高い操業体制の構築を図る。

③３地区漁協及び市町は、若手漁業者の研修会への参加を促すとともに、水産技術普及指

導所・漁業士会等とともに食育教室の開催等を実施し、担い手の資質・意識の向上を図る。

④３地区漁協及び市町は、漁協青年部・漁業士会・水産技術普及指導所とともに、小中学生

を対象とした出前授業に取り組み、水産物や漁業の魅力を PR することにより、将来的な担い

手の確保・育成を目指すとともに、国の事業の活用などにより新規漁業就業者の確保・育成

を図る。

４．クロマグロの資源管理 

①定置漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、クロマグロの混獲が見られた際、混

獲を回避するために取り組みを行うことにより、適切な資源管理を実施する。

５．漁港施設の改良等 

①斜里漁港において、既存標識灯を改良することにより、視認性を向上させることで、入出港
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における安全性の向上やスムーズな入出港を可能にし、航行時間の短縮など漁業活動の効

率化を図る。  

活用する支援

措置等 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業  ３－①

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業  ３－① 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 ３－①

・水産業競争力強化金融支援事業  ３－① 

・経営体育成総合支援事業   ３－④ 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援） ４-①

・水産業競争力強化漁港機能増進事業  ５－① 

２年目（令和９年度） 

地域活性化に

向けた取組み 

１．衛生管理体制の維持と輸出の取り組み 

①３地区漁協は、網走港、斜里漁港、ウトロ漁港におけるＥＵ向け出荷管理体制を維持する

ため、荷捌場や荷揚場における低温管理による鮮度保持・品質管理などの衛生管理面での

統一的な取組を継続して行うほか、地域共通の衛生管理マニュアルを順守するとともに、漁

港利用者向けの衛生管理講習会を開催し、地域全体での知識の定着と意識のさらなる向上

を図る。

②輸出先の多角化が求められる中、ＥＵ市場は引き続き重要な輸出先であり、世界的な食品

安全基準の向上と、国際認証の取得に向けて検討する。

２．サケ・カラフトマス資源の維持増大 

①３地区漁協は、情報交換及び協議の上、サケ・カラフトマスの回帰率向上のため春先の沿

岸漁業の操業を一部自粛し、サケ・カラフトマス稚魚の降海時期における減耗の低減に取り

組む。また、網走地区では研究機関と共同により稚魚放流時の沿岸環境や餌環境、稚魚分

布状況について調査を行う。また３地区にて海洋観測ブイによる沿岸環境のモニタリングを実

施する。

②３地区漁協及び市町は、情報共有及び協議の上、河川に遡上する再生産用親魚を確保

するため、来遊量が少ない時には各地域の協力体制のもと３漁協同時に定置網の網上げを

実施するとともに、警察機関と連携した密漁監視活動等の取組を推進する。

また、稚魚放流河川の親魚遡上や自然産卵状況の把握や天然産卵資源を活用するため、

当該河川の河口規制について北海道に要請を行うとともに、各種調査を実施する。またサ

ケ・マス遊漁に対してもローカルルールのさらなる啓発を進め、漁獲圧や漁獲尾数について

法的な裏付けを持った規制に向けた協議・検討を進める。

③ウトロ漁協は、他各漁協及び市町と情報交換の上、ウトロ漁港におけるサケ稚魚の海中飼

育生簀について、稚魚の成育に適した場所に設置できるよう調査と試験を行う。

④３地区漁協及び市町は、情報共有の上、自然産卵環境や遡上障害の把握を行うとともに、

第２期にてノウハウを蓄積した可搬魚道を活用し産卵環境の拡大に努める。

⑤各地区市町及び漁協、漁業者は、河川内構造物による遡上阻害箇所について産卵環境

拡大のため河川管理者等との協議を重ね、必要に応じ対策を講じさせる。

また漁場環境や産卵環境の保全・改善に向け水質調査の実施や河川パトロールにより泥の

流入状況を把握する共に各所管行政機関と協議を行い漁場環境の保全・改善に取り組む。

⑥３地区漁協は、（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会とともに、サケの放流数の維持及

び健苗な稚魚放流に南部一帯で引き続き取り組む。また、（一社）北見管内さけ・ます増殖事

業協会は施設機能が低下している種苗生産施設について、健苗な稚魚を生産するための施

設整備を行い、オホーツク南部海域の来遊尾数の増加の向上を図る。

３．中核的担い手の育成 

①各地区漁協は、中核的担い手と位置付けられた担い手に対し、国の漁船リース事業を活

用することによる漁船の更新支援を行うとともに、漁業機器等の導入を推進し、操業環境の整

備による収益向上の支援を行うことにより、担い手の確保を目指す。

②各地区漁業者は、漁業経営の安定を図るため、航行の抵抗となる船体への付着物の定期

的な除去による燃料経費の削減に取り組み、収益性の高い操業体制の構築を図る。

③３地区漁協及び市町は、若手漁業者の研修会への参加を促すとともに、水産技術普及指

導所・漁業士会等とともに食育教室の開催等を実施し、担い手の資質・意識の向上を図る。
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④３地区漁協及び市町は、漁協青年部・漁業士会・水産技術普及指導所とともに、小中学生

を対象とした出前授業に取り組み、水産物や漁業の魅力を PR することにより、将来的な担い

手の確保・育成を目指すとともに、国の事業の活用などにより新規漁業就業者の確保・育成

を図る。 

 

４．クロマグロの資源管理  

①定置漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、クロマグロの混獲が見られた際、混

獲を回避するために取り組みを行うことにより、適切な資源管理を実施する。 

 

活用する支援

措置等 

・水産業競争力強化緊急施設整備事業   ２－⑥ 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業  ３－① 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業   ３－① 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 ３－① 

・水産業競争力強化金融支援事業     ３－① 

・経営体育成総合支援事業       ３－④ 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援） ４-① 

  

 

３年目（令和１０年度） 

地域活性化に

向けた取組み 

１．衛生管理体制の維持と輸出の取り組み 

①３地区漁協は、網走港、斜里漁港、ウトロ漁港におけるＥＵ向け出荷管理体制を維持する

ため、荷捌場や荷揚場における低温管理による鮮度保持・品質管理などの衛生管理面での

統一的な取組を継続して行うほか、地域共通の衛生管理マニュアルを順守するとともに、漁

港利用者向けの衛生管理講習会を開催し、地域全体での知識の定着と意識のさらなる向上

を図る。 

②輸出先の多角化が求められる中、ＥＵ市場は引き続き重要な輸出先であり、世界的な食品

安全基準の向上と、国際認証の取得に向けて検討する。 

 

２．サケ・カラフトマス資源の維持増大 

①３地区漁協は、情報交換及び協議の上、サケ・カラフトマスの回帰率向上のため春先の沿

岸漁業の操業を一部自粛し、サケ・カラフトマス稚魚の降海時期における減耗の低減に取り

組む。また、網走地区では研究機関と共同により稚魚放流時の沿岸環境や餌環境、稚魚分

布状況について調査を行う。また３地区にて海洋観測ブイによる沿岸環境のモニタリングを実

施する。 

②３地区漁協及び市町は、情報共有及び協議の上、河川に遡上する再生産用親魚を確保

するため、来遊量が少ない時には各地域の協力体制のもと３漁協同時に定置網の網上げを

実施するとともに、警察機関と連携した密漁監視活動等の取組を推進する。 

また、稚魚放流河川の親魚遡上や自然産卵状況の把握や天然産卵資源を活用するため、

当該河川の河口規制について北海道に要請を行うとともに、各種調査を実施する。またサ

ケ・マス遊漁に対してもローカルルールのさらなる啓発を進め、漁獲圧や漁獲尾数について

法的な裏付けを持った規制に向けた協議・検討を進める。 

③ウトロ漁協は、他各漁協及び市町と情報交換の上、ウトロ漁港におけるサケ稚魚の海中飼

育生簀について、稚魚の成育に適した場所に設置できるよう調査と試験を行う。 

④３地区漁協及び市町は、情報共有の上、自然産卵環境や遡上障害の把握を行うとともに、

第２期にてノウハウを蓄積した可搬魚道を活用し産卵環境の拡大に努める。 

⑤各地区市町及び漁協、漁業者は、河川内構造物による遡上阻害箇所について産卵環境

拡大のため河川管理者等との協議を重ね、必要に応じ対策を講じさせる。 

また漁場環境や産卵環境の保全・改善に向け水質調査の実施や河川パトロールにより泥の

流入状況を把握する共に各所管行政機関と協議を行い漁場環境の保全・改善に取り組む。 

 ⑥３地区漁協は、（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会とともに、サケの放流数の維持

及び健苗な稚魚放流に南部一帯で引き続き取り組む。また、（一社）北見管内さけ・ます増殖

事業協会は施設整備された種苗生産施設での運用を開始し健苗な稚魚を生産することで、

オホーツク南部海域の来遊尾数の増加の向上を図る。 

 

３．中核的担い手の育成  

①各地区漁協は、中核的担い手と位置付けられた担い手に対し、国の漁船リース事業を活

用することによる漁船の更新支援を行うとともに、漁業機器等の導入を推進し、操業環境の整
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備による収益向上の支援を行うことにより、担い手の確保を目指す。 

②各地区漁業者は、漁業経営の安定を図るため、航行の抵抗となる船体への付着物の定期

的な除去による燃料経費の削減に取り組み、収益性の高い操業体制の構築を図る。 

③３地区漁協及び市町は、若手漁業者の研修会への参加を促すとともに、水産技術普及指

導所・漁業士会等とともに食育教室の開催等を実施し、担い手の資質・意識の向上を図る。 

④３地区漁協及び市町は、漁協青年部・漁業士会・水産技術普及指導所とともに、小中学生

を対象とした出前授業に取り組み、水産物や漁業の魅力を PR することにより、将来的な担い

手の確保・育成を目指すとともに、国の事業の活用などにより新規漁業就業者の確保・育成

を図る。 

 

４．クロマグロの資源管理  

①定置漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、クロマグロの混獲が見られた際、混

獲を回避するために取り組みを行うことにより、適切な資源管理を実施する。 

 

活用する支援

措置等 

・水産業競争力強化緊急施設整備事業   ２－⑥ 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業  ３－① 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業   ３－① 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 ３－① 

・水産業競争力強化金融支援事業     ３－① 

・経営体育成総合支援事業       ３－④ 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援） ４-① 

 

 

 ４年目（令和１１年度） 

地域活性化に

向けた取組み 

１．衛生管理体制の維持と輸出の取り組み 

①３地区漁協は、網走港、斜里漁港、ウトロ漁港におけるＥＵ向け出荷管理体制を維持する

ため、荷捌場や荷揚場における低温管理による鮮度保持・品質管理などの衛生管理面での

統一的な取組を継続して行うほか、地域共通の衛生管理マニュアルを順守するとともに、漁

港利用者向けの衛生管理講習会を開催し、地域全体での知識の定着と意識のさらなる向上

を図る。 

②輸出先の多角化が求められる中、ＥＵ市場は引き続き重要な輸出先であり、世界的な食品

安全基準の向上と、国際認証の取得に向けて検討する。 

 

２．サケ・カラフトマス資源の維持増大 

①３地区漁協は、情報交換及び協議の上、サケ・カラフトマスの回帰率向上のため春先の沿

岸漁業の操業を一部自粛し、サケ・カラフトマス稚魚の降海時期における減耗の低減に取り

組む。また、網走地区では研究機関と共同により稚魚放流時の沿岸環境や餌環境、稚魚分

布状況について調査を行う。また３地区にて海洋観測ブイによる沿岸環境のモニタリングを実

施する。 

②３地区漁協及び市町は、情報共有及び協議の上、河川に遡上する再生産用親魚を確保

するため、来遊量が少ない時には各地域の協力体制のもと３漁協同時に定置網の網上げを

実施するとともに、警察機関と連携した密漁監視活動等の取組を推進する。 

また、稚魚放流河川の親魚遡上や自然産卵状況の把握や天然産卵資源を活用するため、

当該河川の河口規制について北海道に要請を行うとともに、各種調査を実施する。またサ

ケ・マス遊漁に対してもローカルルールのさらなる啓発を進め、漁獲圧や漁獲尾数について

法的な裏付けを持った規制に向けた協議・検討を進める。 

③ウトロ漁協は、他各漁協及び市町と情報交換の上、ウトロ漁港におけるサケ稚魚の海中飼

育生簀について、稚魚の成育に適した場所に設置できるよう調査と試験を行う。 

④３地区漁協及び市町は、情報共有の上、自然産卵環境や遡上障害の把握を行うとともに、

第２期にてノウハウを蓄積した可搬魚道を活用し産卵環境の拡大に努める。 

⑤各地区市町及び漁協、漁業者は、河川内構造物による遡上阻害箇所について産卵環境

拡大のため河川管理者等との協議を重ね、必要に応じ対策を講じさせる。 

また漁場環境や産卵環境の保全・改善に向け水質調査の実施や河川パトロールにより泥の

流入状況を把握する共に各所管行政機関と協議を行い漁場環境の保全・改善に取り組む。 

⑥３地区漁協は、（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会とともに、サケの放流数の維持及

び健苗な稚魚放流に南部一帯で引き続き取り組む。また、（一社）北見管内さけ・ます増殖事

業協会は施設整備された種苗生産施設で健苗な稚魚を生産することで、オホーツク南部海
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域の来遊尾数の増加の向上を図る。 

 

 

３．中核的担い手の育成  

①各地区漁協は、中核的担い手と位置付けられた担い手に対し、国の漁船リース事業を活

用することによる漁船の更新支援を行うとともに、漁業機器等の導入を推進し、操業環境の整

備による収益向上の支援を行うことにより、担い手の確保を目指す。 

②各地区漁業者は、漁業経営の安定を図るため、航行の抵抗となる船体への付着物の定期

的な除去による燃料経費の削減に取り組み、収益性の高い操業体制の構築を図る。 

③３地区漁協及び市町は、若手漁業者の研修会への参加を促すとともに、水産技術普及指

導所・漁業士会等とともに食育教室の開催等を実施し、担い手の資質・意識の向上を図る。 

④３地区漁協及び市町は、漁協青年部・漁業士会・水産技術普及指導所とともに、小中学生

を対象とした出前授業に取り組み、水産物や漁業の魅力を PR することにより、将来的な担い

手の確保・育成を目指すとともに、国の事業の活用などにより新規漁業就業者の確保・育成

を図る。 

 

４．クロマグロの資源管理  

①定置漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、クロマグロの混獲が見られた際、混

獲を回避するために取り組みを行うことにより、適切な資源管理を実施する。 

 

活用する支援

措置等 

・水産業競争力強化緊急施設整備事業   ２－⑥ 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業  ３－① 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業   ３－① 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 ３－① 

・水産業競争力強化金融支援事業     ３－① 

・経営体育成総合支援事業       ３－④ 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援） ４-① 

 

 

 ５年目（令和１２年度）  

地域活性化に

向けた取組み 

１．衛生管理体制の維持と輸出の取り組み 

①３地区漁協は、網走港、斜里漁港、ウトロ漁港におけるＥＵ向け出荷管理体制を維持する

ため、荷捌場や荷揚場における低温管理による鮮度保持・品質管理などの衛生管理面での

統一的な取組を継続して行うほか、地域共通の衛生管理マニュアルを順守するとともに、漁

港利用者向けの衛生管理講習会を開催し、地域全体での知識の定着と意識のさらなる向上

を図る。 

②ＥＵ市場は引き続き重要な輸出先であり、世界的な食品安全基準の向上と、これまでの検

討内容を具現化し、国際認証の取得を目指す。 

 

２．サケ・カラフトマス資源の維持増大 

①３地区漁協は、情報交換及び協議の上、サケ・カラフトマスの回帰率向上のため春先の沿

岸漁業の操業を一部自粛し、サケ・カラフトマス稚魚の降海時期における減耗の低減に取り

組む。また、網走地区では研究機関と共同により稚魚放流時の沿岸環境や餌環境、稚魚分

布状況について調査を行う。また３地区にて海洋観測ブイによる沿岸環境のモニタリングを実

施する。 

②３地区漁協及び市町は、情報共有及び協議の上、河川に遡上する再生産用親魚を確保

するため、来遊量が少ない時には各地域の協力体制のもと３漁協同時に定置網の網上げを

実施するとともに、警察機関と連携した密漁監視活動等の取組を推進する。 

また、稚魚放流河川の親魚遡上や自然産卵状況の把握や天然産卵資源を活用するため、

当該河川の河口規制について北海道に要請を行うとともに、各種調査を実施する。またサ

ケ・マス遊漁に対してもローカルルールのさらなる啓発を進め、漁獲圧や漁獲尾数について

は、これまで協議・検討した内容を基に法的な裏付けを持った規制を関係機関へ求めてい

く。 

③ウトロ漁協は、ウトロ漁港におけるサケ稚魚の海中飼育生簀について、最も生育に適した場

所に設置し、当該箇所の環境が悪化しないように漁港利用者への減速航行の要請等を行う。 

④３地区漁協及び市町は、情報共有の上、自然産卵環境や遡上障害の把握を行うとともに、

第２期にてノウハウを蓄積した可搬魚道を活用し産卵環境の拡大に努める。 
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⑤各地区市町及び漁協、漁業者は、河川内構造物による遡上阻害箇所について産卵環境

拡大のため河川管理者等との協議を重ね、必要に応じ対策を講じさせる。

また漁場環境や産卵環境の保全・改善に向け水質調査の実施や河川パトロールにより泥の

流入状況を把握する共に各所管行政機関と協議を行い漁場環境の保全・改善に取り組む。

⑥３地区漁協は、（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会とともに、サケの放流数の維持及

び健苗な稚魚放流に南部一帯で引き続き取り組む。また、（一社）北見管内さけ・ます増殖事

業協会は施設整備された種苗生産施設で健苗な稚魚を生産することで、オホーツク南部海

域の来遊尾数の増加の向上を図る。

３．中核的担い手の育成 

①各地区漁協は、中核的担い手と位置付けられた担い手に対し、国の漁船リース事業を活

用することによる漁船の更新支援を行うとともに、漁業機器等の導入を推進し、操業環境の整

備による収益向上の支援を行うことにより、担い手の確保を目指す。

②各地区漁業者は、漁業経営の安定を図るため、航行の抵抗となる船体への付着物の定期

的な除去による燃料経費の削減に取り組み、収益性の高い操業体制の構築を図る。

③３地区漁協及び市町は、若手漁業者の研修会への参加を促すとともに、水産技術普及指

導所・漁業士会等とともに食育教室の開催等を実施し、担い手の資質・意識の向上を図る。

④３地区漁協及び市町は、漁協青年部・漁業士会・水産技術普及指導所とともに、小中学生

を対象とした出前授業に取り組み、水産物や漁業の魅力を PR することにより、将来的な担い

手の確保・育成を目指すとともに、国の事業の活用などにより新規漁業就業者の確保・育成

を図る。

４．クロマグロの資源管理 

①定置漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、クロマグロの混獲が見られた際、混

獲を回避するために取り組みを行うことにより、適切な資源管理を実施する。

活用する支援

措置等 

・水産業競争力強化緊急施設整備事業  ２－⑥ 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業  ３－①

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業  ３－① 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 ３－①

・水産業競争力強化金融支援事業  ３－① 

・経営体育成総合支援事業   ３－④ 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援） ４-①
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（５）関係機関との連携

サケ・カラフトマスの回帰率の向上のため、（一社）北見管内さけ・ます増殖事業協会、国立研究開発法人水

産研究・教育機構、北海道区水産研究所及び地方独立行政法人北海道総合研究機構水産研究本部さけま

す内水面水産試験場と連携し、サケの種苗放流手法の改良や河川及び沿岸域におけるサケの動態調査を実

施するなどの取組を実施する。

（６）他産業との連携

①地域の観光協会と連携し、各地域のイベント（春カニ合戦 in 網走・オホーツクサーモンバザール・知床産業ま

つり等）において地域名産物や加工製品等を販売し、地方からの来客者に対して、地域の知名度向上を図

る。

②地域内には、世界遺産に登録された知床国立公園やラムサール条約湿地に登録された濤沸湖、網走国定公

園など雄大な自然公園があり、オジロワシやシマフクロウなど数多くの天然記念物の生息地であり、観光資源

に恵まれていることから、観光客に対して地域の特産物であるサケ等を地域の漁協直売場や道の駅で販売

し、地域の水産物の知名度向上と付加価値向上等を図る。

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方

①機能再編・地域活性化の取組

来遊が減少しているサケ・カラフトマスの操業自粛や海中飼育の取組、種苗生産施設の整備により来遊尾数

の増となることから、これを成果目標として定める。

②中核的担い手の育成の取組

漁業の維持及び漁村の活性化には、担い手確保が必要であることから、漁船の更新や機器の導入を図るなど

操業環境の整備を行うとともに、新規就業者の受入を行い担い手の確保を図る方針であることから、正組合員の

加入人数を成果目標とする。

（２）成果目標

①機能再編・地域活性化の取組に係る成果目標

サケ・カラフトマス

の来遊尾数の増

サケ
基準年 R2～R6 年度 5 か年平均 6,479 千尾 

目標年 令和 12 年 6,800 千尾 

カラフトマス
基準年 R2～R6 年度 5 か年平均 594 千尾 

目標年 令和 12 年 620 千尾 

②中核的担い手の育成の取組に係る成果目標

正組合員数の加入人数 
基準年 R2～R6 年度 5 か年平均 １９名／年 

目標年 令和 8 年〜12 年まで 95 名加入（19 名/年） 
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（３）上記の算出方法及びその妥当性

①サケ・カラフトマスの来遊尾数の増

来遊尾数の増については、春先の沿岸漁業の操業を一部自粛や自主的な定置網の網上げ、海中飼育の実施

など本プランの取組の推進により、オホーツク南部地区のサケ・カラフトマスの来遊尾数を５％向上させることを

目標として設定する。

地域におけるサケ・カラフトマスの来遊尾数（北見管内さけ・ます増殖事業協会調）   単位：千尾

区分 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 ５ヶ年平均 目標 

サケ 3,983 3,664 8,091 8,614 8,044 6,479 6,800 

カラフトマス 2,583 218 120 43 10 594 620 

②正組合員の加入人数

令和２年度から令和７年度までの正組合員の加入人数の平均を現状値として、本プランに基づき担い手の確

保・育成に関する取り組みを強化することにより、年間１９名ずつ増加するものとして、５カ年の正組合員の加入

人数９５名を目標として設定する。

○当地域における正組合員加入状況

R2 R3 R4 R5 R6 ５カ年平均 

加入人数 17 17 19 21 24 19 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

・水産業競争力強化緊急施設

整備事業（国）

・サケマス資源の維持増大のため、さけ・ます種苗生産等施設の整備・改修を支

援。

・競争力強化型機器等導入緊

急対策事業（国）

・中核的漁業者の育成確保のため、漁船機器等の導入により所得の向上を

目指す。

・水産業成長産業化沿岸地域

創出事業

・収益性の向上と適切な資源管理又は漁場改善を両立させる浜の構造改革

に取り組むため、漁業者自らが策定した計画に基づき、沿岸漁村地域にお

いて必要な漁船、漁具等のリース方式による導入を支援する。

・水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業（国）

・中核的漁業者の育成確保のため、漁船リースによる漁船導入支援や漁業転

換による収益性の向上を支援し漁業経営の改善を図り、所得の向上を目指

す。

・水産業競争力強化金融支援

事業（国）

・漁業機器の導入や漁船リースを行う者が借り入れる資金への利子

補給等を行う。

・経営体育成総合支援事業 ・漁業就業者の確保・育成を図るため、漁業への就業情報の提供、就業準備講

習会や就業相談会の開催、漁業現場における研修、インターンシップや就業

体験の受入等の実施を支援する。

・広域浜プラン緊急対策事業

（クロマグロ混獲回避活動支

援）（国）

・定置網漁業者は、クロマグロの資源管理と安定操業を実現するため、クロマグ

ロの混入が確認された際に、混獲を回避するための放流の取り組みを支援。

・水産業競争力強化漁港機能

増進事業

・競争力のある生産・流通体制の構築を図るために必要となる漁港機能の増進

に資する取組により、持続可能な収益性の高い操業体制の確立を支援する。
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